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第２回 千葉市廃棄物減量等推進審議会一般廃棄物（ごみ）処理基本計画部会  

 

数値目標案の設定 

1．数値目標案の設定手順 

次期計画の数値目標案の設定手順を以下に整理する。 

①ごみ減量に向けた施策の実施時期等を示したロードマップを定める。 

②減量効果が見込める事業を整理し、その効果を反映したものを数値目標として定める。ただ

し、温室効果ガス排出量については、焼却処理量のほかに清掃工場の焼却方式等を加味した

排出量とする。 

③目標年度である平成４３年度及び中間年度である平成３３年度、平成３８年度の目標値を設

定する。 

 

（１）計画のロードマップ 

次期基本計画のスケジュールを整理すると図１のとおりである。 

千葉市では、平成１９年度より、年間焼却ごみ量を２清掃工場で安定的に処理できる 

２５４，０００トンまで削減する「焼却ごみ１／３削減」を目指して、町内自治会等を対象と

した説明会の開催、家庭ごみの収集体制の見直し、家庭ごみ手数料徴収制度（有料化）の導入

など、様々な取り組みを実施した。その結果、焼却処理量が大幅に削減され、平成２６年度に

「焼却ごみ１／３削減」の目標を達成し、３用地２清掃工場運用体制での処理可能量を下回った。 

今後は家庭系・事業系剪定枝等や学校給食残渣を含む事業系生ごみ等の資源化等を実施し、 

さらなる焼却処理量の削減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １ 一般廃棄物（ごみ）処理基本計画における事業と効果 
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（２）数値目標案の設定内容 

以下に、ごみ量削減等の条件を示す。 

 

① 家庭系ごみの減量・資源化に向けた新規導入事業 

 

家庭系の削減対策として、剪定枝の再資源化を行った場合の効果について検討し、目標値に反映

させる。 

 

・家庭系剪定枝等の再資源化の推進 

 

分別を実施した場合の剪定枝の回収量は、「剪定枝循環システム構築調査・検討業務報告書 平成

２１年３月 千葉市環境局」及びモデル事業の実施状況等より、以下のとおり設定する。 

なお、本市では平成２７年５月より剪定枝分別収集のモデル事業を実施しており（年間見込量：

約３０ｔ）、平成２８年１０月より全市展開を想定し、潜在量３２ｇ／人・日に対し協力率５０％を

見込む。 

平成２７年度       約３０ｔ（１６ｇ／人・日で算出、５月よりモデル事業） 

平成２８年度    約２，７５０ｔ（１６ｇ／人・日で算出、１０月より全市展開） 

平成２９年度以降    約５，５００ｔ（１６ｇ／人・日で算出、全市展開） 

 

    全市展開した場合の効果 ・焼却処理量の削減     約５，５００ｔ 

・資源化率の向上      約１．５％ 

           ・最終処分量の削減     約４７０ｔ 

           ・温室効果ガス排出量の削減 約２，０００ｔ 

 

② 事業系ごみの減量・資源化に向けた削減対策 

 

事業系の削減対策として、以下の３事業を行った場合の効果について検討し目標値に反映させる。 

 

・事業系剪定枝等の再資源化の推進 

造園事業者等が排出する剪定枝等を民間施設にて資源化し、可燃ごみ量の削減を図る。 

資源化量：２，０００ｔ／年 

実施時期：平成２８年度～ 

効果 ・焼却処理量の削減     ２，０００ｔ 

   ・資源化率の向上      約０．５％ 

   ・最終処分量の削減     約１７０ｔ 

   ・温室効果ガス排出量の削減 約７４０ｔ 

 

・学校給食残渣の資源化 

市内の学校給食センターの残渣を民間施設にて資源化し、可燃ごみ量の削減を図る。 
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資源化量：８００ｔ／年 

実施時期：平成２９年１０月～ 

効果 ・焼却処理量の削減     ８００ｔ 

   ・資源化率の向上      約０．２％ 

   ・最終処分量の削減     約７０ｔ 

   ・温室効果ガス排出量の削減 約３００ｔ 

 

・民間バイオガス化処理施設拡充に伴う生ごみの資源化への誘導 

民間バイオガス化処理施設の拡充に伴い、生ごみの資源化を促進する。 

資源化量：２，０００ｔ／年 

実施時期：平成２９年１０月～ 

効果 ・焼却処理量の削減     ２，０００ｔ 

   ・資源化率の向上      約０．５％ 

   ・最終処分量の削減     約１７０ｔ 

   ・温室効果ガス排出量の削減 約７４０ｔ 

 

③ 継続的な減量・資源化事業 

 

平成２６年２月より導入している家庭ごみ手数料徴収制度をはじめ、現行計画において実

施している事業については継続し、今後もごみの減量・資源化を推進する。継続事業におけ

るごみの減量・資源化効果については、個別施策の検討結果に応じて効果を反映するが現時

点においては定量的な減量・資源化効果は見込まない。 

    なお、現行計画において実施している事業を拡充した場合の効果について検討し目標値に

反映させる。 

 

・生ごみ減量・資源化事業の拡充 

現行計画において実施している生ごみ減量機器補助制度の拡充や、水切り徹底や食べ切り運

動など各種啓発活動の強化等により、生ごみの減量・資源化を段階的に拡大する。 

資源化量：平成２９年度     ２００トン 

     平成３０年度     ４００トン 

     平成３１年度     ６００トン 

          平成３２年度     ８００トン 

          平成３３年度以降 １，０００トン 

効果 ・焼却処理量の削減     １，０００ｔ 

   ・資源化率の向上      約０．３％ 

   ・最終処分量の削減     約８５ｔ 

        ・温室効果ガス排出量の削減 約３７０ｔ 
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④ その他の事業 

 

上記に挙げた事業のほか、平成３８年度から運用開始予定の北谷津清掃工場用地の新清掃

工場において、焼却灰を資源化する。 

 

・焼却灰の再資源化 

北谷津清掃工場用地の新清掃工場において、他工場の焼却灰を資源化（溶融スラグ化） 

する予定であることから、現在の焼却灰のリサイクル（年間約２，０００ｔ）に代え、 

８，０００ｔを資源化（溶融スラグ化）するものとする。 

資源化量：８，０００ｔ／年 

実施時期：平成３８年度～ 

効果 ・資源化率の向上      約１．６％ 

   ・最終処分量の削減     約６，０００ｔ 

 

 

2．数値目標の項目設定及び計画フレーム案 

 

（１）項目設定の考え方 

本計画の趣旨や求められる内容を踏まえ、数値目標項目を設定する上での基本的な前提条

件を整理すると次のとおりである。 

また、計画内容に対するカバー範囲を３Ｒと適正処理の優先順位および廃棄物のライフサ

イクルを踏まえ、整理すると次ページ図２のとおりであり、現行計画の数値目標項目で概ね

計画内容をカバーしていると考えられる。 

 

① 計画範囲の全体に対して網羅的に評価しうる指標の設定が必要である。 

② 国の３Ｒと適正処理の優先順位を踏まえた項目設定が望ましい。 

③ 計画の達成により得られる効果に関する指標を設定することで、計画達成に向けた 

市民・事業者・市の３者の目的の共有化が図られる。 
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図 ２ 数値目標項目の計画内容に対するカバー範囲 
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（２）計画フレーム案 

資料２－１（１７、１９ページ）で採用したケース 01（低位推計）に、設定した減量効果を考慮した際の計画フレームは下表のとおり

である。 

なお、参考としてケース 02（高位推計）に設定した減量効果を考慮した際の計画フレームと、ケース 01（低位推計）の事業系ごみ量

を従業者数当たり原単位から算出したケースに設定した減量効果を考慮した際の計画フレームを、下表右側に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注）端数処理の関係で、合計が合わない箇所がある。 

表 １ 計画フレーム案 

H16年度 H22年度 H26年度 H33年度 H38年度 H43年度 H33年度 H38年度 H43年度 H33年度 H38年度 H43年度

人口 （千人） 918 959 967 972 957 931 972 957 931 972 957 931

①総排出量 （千t） 422 382 369 370 366 361 387 385 379 371 365 356
（g/人・日） (1,261) (1,091) (1,046) (1,041) (1,048) (1,058) (1,089) (1,101) (1,111) (1,044) (1,043) (1,042)

（千t） 276 247 226 226 222 217 232 233 231 226 222 217
（g/人・日） (823) (705) (639) (639) (639) (639) (655) (666) (676) (639) (639) (639)

（千t） 147 135 144 144 144 144 154 152 148 144 142 138
（g/人・日） (438) (386) (407) (405) (411) (421) (434) (434) (434) (407) (407) (406)

②ごみ排出量 （千t） 347 273 259 248 245 241 259 258 255 248 245 238
（g/人・日） (1,036) (780) (733) (702) (706) (711) (730) (739) (746) (703) (703) (702)

（千t） 236 197 179 174 171 167 179 179 178 174 171 167

（g/人・日） (703) (563) (508) (492) (492) (492) (504) (513) (521) (492) (492) (492)

（千t） 111 76 79 75 75 75 80 79 77 75 74 72
（g/人・日） (332) (217) (225) (210) (213) (219) (226) (226) (226) (211) (211) (210)

③資源物回収量 （千t） 75 109 111 121 120 119 127 126 124 122 120 117
（g/人・日） (225) (311) (313) (342) (345) (350) (359) (361) (364) (343) (343) (343)

（千t） 40 50 46 52 51 50 54 54 53 52 51 50
（g/人・日） (119) (142) (131) (147) (147) (147) (151) (153) (155) (147) (147) (147)

（千t） 35 59 64 69 69 69 74 73 71 69 68 67
（g/人・日） (106) (169) (182) (195) (198) (203) (208) (208) (208) (196) (196) (196)

④焼却処理量 （千t） 338 267 251 243 241 237 254 253 250 244 240 234
（g/人・日） (1,009) (763) (710) (685) (690) (695) (716) (724) (733) (688) (687) (686)

家庭系 （千t） 227 191 171 169 167 163 174 174 173 169 166 162

事業系 （千t） 111 76 79 74 74 74 80 79 77 75 74 72

⑤処理後再生利用量 （千t） 19 17 13 12 18 18 13 19 19 12 18 18

⑥再生利用量（③+⑤） （千t） 94 126 123 134 139 137 140 145 143 134 138 135

（%） 22.3 32.9 33.4 36 37 38 36 37 37 36 37 37

⑧最終処分量 （千t） 35 22 21 21 15 14 22 16 15 21 15 14

（%） 8 6 6 6 4 4 6 4 4 6 4 4

（千t） 112 118 92 89 88 87 93 93 92 89 88 86⑩温室効果ガス排出量

家庭系

事業系

⑦再生利用率（⑥/①）

⑨最終処分率（⑧/①）

家庭系

事業系

家庭系

事業系

実　績
計画

【ケース01＋新規施策反映効果】
※参考　　計画

【ケース02＋新規施策反映効果】

※参考　　計画
【ケース01-2（事業系従業者数原単位）

＋新規施策反映効果】区分 単位
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3．数値目標案 

【目標年：平成４３年度】          （参考）現行計画（目標年：平成３３年度） 

 

 

 

 

 

 

4．各指標の推移及び目標値 

（１）総排出量 

 

平成４３年度の総排出量を３６１，０００ｔ以下に抑制する。 
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図 ３ 総排出量の目標値案 

① 総排出量   361,000ｔ以下 

② 焼却処理量   237,000ｔ以下 

③ 再生利用率   38.0％以上 

④ 最終処分量   14,000ｔ以下 

⑤ 温室効果ガス排出量  87,000ｔ以下 

 

① 総排出量   364,000ｔ以下 

② 焼却処理量   220,000ｔ以下 

③ 再生利用率   43.0％以上 

④ 最終処分量   17,000ｔ以下 

⑤ 温室効果ガス排出量  83,000ｔ以下 
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（２）焼却処理量 

 

平成４３年度の焼却処理量を２３７，０００ｔ以下に削減する。 

 

 

 

（３）再生利用率 

 

平成４３年度の再生利用率を３８．０％以上に引き上げる。 
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図 ４ 焼却処分量の目標値案 

図 ５ 再生利用率の目標値案 
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（４）最終処分量 

 

平成４３年度の最終処分量を１４，０００ｔ以下に削減する。 

 

 

 

（５）温室効果ガス排出量 

 

平成４３年度の温室効果ガス排出量を８７，０００ｔ以下に削減する。 
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図 ６ 最終処分量の目標値案 

図 ７ 温室効果ガス排出量の目標値案 

 


